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奈良市報告第１号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

１　市営住宅明渡し及び滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起について

＝ 02 ＝ ＝ 1＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。

　　平成２９年１月１３日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

１　市営住宅明渡し及び滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起について

＝ 2＝ ＝ 3＝



市営住宅明渡し及び滞納家賃等の支払請求に
関する訴えの提起について　　　　　　　　

　本市は、市営住宅の明渡し及び滞納家賃等の支払いを求めるため、次のとおり裁判所に

訴えを提起する。

１　訴えを提起する相手方の住所及び氏名

　　別表のとおり

２　訴えの要旨

　　別表に記載する者を相手方として、次の判決及び仮執行の宣言を求める。

　⑴�　市営住宅を明渡し、かつ原状に復し、奈良市営住宅条例第３８条第４項の規定によ

り徴収する金銭を支払え。

　⑵　滞納家賃等及びこれに対する遅延損害金を支払え。

　⑶　訴訟費用は被告の負担とする。

３　訴訟遂行の方針

　⑴　弁護士を訴訟代理人と定める。

　⑵　判決の結果、必要がある場合は上訴する。

　⑶�　本市は、上記の訴訟において必要があるときは、適当と認める条件で当事者と和解

することができる。

＝ 2＝ ＝ 3＝



別　表

番号 住　　　所 氏　名 住宅名及び住宅番号 請求の原因

1 家賃滞納

＝ 4＝ ＝ 5＝



奈良市報告第２号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　訴えの提起について

＝ 4＝ ＝ 5＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。

　　平成２９年１月１６日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

１　訴えの提起について

＝ 6＝ ＝ 7＝





奈良市報告第３号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 8＝ ＝ 9＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２８年１２月２２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２８年１０月５日午後８時１０分頃、奈良市柏木町地内において発生した、市道の

穴ぼこにより、走行していた相手方の普通自動車のホイールが損傷した事故について、和

解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　３０，２４０円

＝ 8＝ ＝ 9＝



奈良市報告第４号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 10 ＝ ＝ 11 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２８年１２月２２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２８年１０月８日午後１１時頃、奈良市東九条町地内において、市道を歩いていた

相手方が穴ぼこにより転倒し負傷した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額

を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　４０，８２６円

＝ 10 ＝ ＝ 11 ＝



奈良市報告第５号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２８年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 12 ＝ ＝ 13 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１月１３日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２８年１２月３日午前７時頃、奈良市神殿町地内において発生した、市道の穴ぼこ

により、走行していた相手方の普通自動車のタイヤ及びホイールが損傷した事故について、

和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１６，８２１円

＝ 12 ＝ ＝ 13 ＝



奈良市報告第６号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 14 ＝ ＝ 15 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１月１９日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２８年１１月２８日午前９時５分頃、奈良市法蓮佐保山四丁目地内において発生し

た、本市の公用車が相手方の普通自動車と接触した事故について、和解により次のとおり

損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　６０７，５００円

＝ 14 ＝ ＝ 15 ＝



奈良市報告第７号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 16 ＝ ＝ 17 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１月２６日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２８年１０月３日午前８時２１分頃、奈良市あやめ池北二丁目地内において発生し

た、本市の公用車がマンションの外構フェンスに接触した事故について、和解により次の

とおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１１４，４８０円

＝ 16 ＝ ＝ 17 ＝



奈良市報告第８号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 18 ＝ ＝ 19 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年２月８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２８年１２月１５日午後０時４５分頃、奈良市後藤町地内において発生した、本市

の公用車が民家の外構フェンスに接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償

の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　２１０，６００円

＝ 18 ＝ ＝ 19 ＝



奈良市議案第１号

平成２８年度奈良市一般会計
補正予算（第４号）　　　　

　平成２８年度奈良市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ９２２，８３４千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２９，０４２，９０８千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（継続費の補正）

第２条　継続費の変更は、「第２表　継続費補正」による。

（繰越明許費）

第�３条　地方自治法第２１３条第１項の規定により繰り越して使用することのできる経費

は、「第３表　繰越明許費」による。

（債務負担行為の補正）

第４条　債務負担行為の変更は、「第４表　債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第５条　地方債の追加及び変更は、「第５表　地方債補正」による。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

＝20＝ ＝ 21 ＝



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．市 税 千円
51,857,870

千円
△ 750,000

千円
51,107,870

1 ．市 民 税 25,946,813 △ 458,303 25,488,510

2 ．固 定 資 産 税 19,303,301 △ 256,876 19,046,425

8 ．都 市 計 画 税 3,246,577 △ 34,821 3,211,756

3 ．利 子 割 交 付 金 150,000 △ 50,000 100,000

1 ．利 子 割 交 付 金 150,000 △ 50,000 100,000

5 ．株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金 850,000 △ 250,000 600,000

1 ．株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金 850,000 △ 250,000 600,000

11．地 方 交 付 税 14,200,000 69,254 14,269,254

1 ．地 方 交 付 税 14,200,000 69,254 14,269,254

15．国 庫 支 出 金 24,238,784 △ 494,274 23,744,510

1 ．国 庫 負 担 金 19,284,486 74,100 19,358,586

2 ．国 庫 補 助 金 3,256,367 73,022 3,329,389

4 ．国 庫 交 付 金 1,575,869 △ 641,396 934,473

16．県 支 出 金 7,416,365 △ 20,585 7,395,780

1 ．県 負 担 金 5,556,090 47,000 5,603,090

2 ．県 補 助 金 1,573,204 △ 28,412 1,544,792

3 ．県 委 託 金 211,026 △ 39,173 171,853

19．繰 入 金 1,261,720 300,000 1,561,720

1 ．基 金 繰 入 金 1,261,720 300,000 1,561,720

20．繰 越 金 912,527 192,171 1,104,698

1 ．繰 越 金 912,527 192,171 1,104,698

21．諸 収 入 3,377,994 △ 181,000 3,196,994

3 ．貸付金元利収入 1,329,414 △ 181,000 1,148,414

22．市 債 13,013,500 261,600 13,275,100

1 ．市 債 13,013,500 261,600 13,275,100

歳 入 合 計 129,965,742 △ 922,834 129,042,908

＝ 20 ＝ ＝ 21 ＝



　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 ．総 務 費
千円

15,037,720
千円

△ 85,570
千円

14,952,150

1 ．総 務 管 理 費 11,038,298 △ 20,670 11,017,628

2 ．企 画 費 1,883,855 △ 39,900 1,843,955

5 ．選 挙 費 186,425 △ 25,000 161,425

3 ．民 生 費 56,813,176 554,628 57,367,804

1 ．社 会 福 祉 費 25,526,769 223,828 25,750,597

2 ．児 童 福 祉 費 17,701,045 330,800 18,031,845

4． 衛 生 費 11,295,682 △ 73,081 11,222,601

1 ．保 健 衛 生 費 1,931,966 5,000 1,936,966

2 ．保 健 所 費 1,876,876 14,800 1,891,676

3 ．清 掃 費 6,790,943 △ 92,881 6,698,062

6． 農 林 水 産 業 費 536,621 △ 33,735 502,886

1 ．農 林 費 536,621 △ 33,735 502,886

7． 商 工 費 1,581,487 △ 181,000 1,400,487

1 ．商 工 費 1,581,487 △ 181,000 1,400,487

8． 観 光 費 1,014,490 △ 10,000 1,004,490

1 ．観 光 費 1,014,490 △ 10,000 1,004,490

9． 土 木 費 9,827,555 △ 1,138,000 8,689,555

2 ．道 路 橋 梁 費 2,810,084 △ 168,300 2,641,784

3 ．河 川 費 290,064 △ 10,000 280,064

4 ．都 市 計 画 費 4,093,987 △ 959,700 3,134,287

＝ 22 ＝ ＝ 23 ＝



第２表　継続費補正

　１．変更分

第 3表　繰越明許費

款 項 補正前の額 補　正　額 計

11．教 育 費
千円

11,175,910
千円

243,924
千円

11,419,834

2 ．小 学 校 費 1,983,232 101,347 2,084,579

3 ．中 学 校 費 700,674 46,000 746,674

6 ．社 会 教 育 費 1,349,182 96,577 1,445,759

13．公 債 費 17,852,803 △ 200,000 17,652,803

1 ．公 債 費 17,852,803 △ 200,000 17,652,803

歳 出 合 計 129,965,742 △ 922,834 129,042,908

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

2． 総 務 費
千円

185,049

1 ．総 務 管 理 費 地 域 防 犯 活 動 推 進 経 費 14,000

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 116,930

2 ．企 画 費 定 住 促 進 経 費 24,000

交 通 環 境 整 備 経 費 2,500

4 ．戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費 個 人 番 号 カ ー ド 交 付 経 費 27,619

款 項 事業名
補　　正　　前 補　　正　　後

総　　額 年度 年　割　額 総　　額 年度 年　割　額

衛生費 清掃費

南部土地改良
清 美 事 業
第 ２ 工 区
（東谷地区）
整 備 事 業

千円

1,466,767

平成
27
年度

千円

614,139

千円

1,418,000

平成
27
年度

千円
614,139

平成　
28　
年度

791,791
平成　
28　
年度

852,628 平成　
29
年度

12,070

＝ 22 ＝ ＝ 23 ＝



款 項 事　　　業　　　名 金　　額

3． 民 生 費 千円
918,214

2 ．児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 390,214

認 定 こ ど も 園 施 設 整 備 事 業 528,000

4． 衛 生 費 189,600

1 ．保 健 衛 生 費 保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 81,800

3 ．清 掃 費 清 掃 施 設 整 備 事 業 107,800

6． 農 林 水 産 業 費 42,969

1 ．農 林 費 土 地 基 盤 整 備 事 業 42,969

8． 観 光 費 28,000

1 ．観 光 費 観 光 施 設 整 備 事 業 28,000

9． 土 木 費 1,024,200

2 ．道 路 橋 梁 費 道 路 管 理 経 費 2,000

道 路 橋 梁 新 設 改 良 事 業 460,000

3 ．河 川 費 河 川 維 持 補 修 経 費 6,000

河 川 堤 防 改 修 事 業 10,000

4 ．都 市 計 画 費 都 市 景 観 形 成 地 区
保 存 整 備 事 業 経 費 15,000

歴 史 的 風 致 形 成 建 造
物 保 存 整 備 事 業 経 費 9,700

街 路 事 業 301,200

公 園 事 業 220,300

10．消 防 費 19,700

1 ．消 防 費 消 防 施 設 整 備 事 業 19,700

11．教 育 費 490,777

2 ．小 学 校 費 小 学 校 施 設 整 備 事 業 321,000

3 ．中 学 校 費 中 学 校 施 設 整 備 事 業 70,000

6 ．社 会 教 育 費 放課後子ども教室推進事業経費 96,577

指 定 文 化 財 補 助 経 費 3,200

12．災 害 復 旧 費 5,728

2 ．土 木 施 設
災 害 復 旧 費 土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 5,728

合　　　　　　　　　　　　　　計 2,904,237

＝ 24 ＝ ＝ 25 ＝



第 4表　債務負担行為補正

　１．変更分

第 5表　地方債補正

　１．追加分

　２．変更分

事　　　　　項
補　　正　　前 補　　正　　後

期　　間 限　度　額 期　　間 限　度　額

明 治 小 学 校
校 舎 改 築 事 業

平成 28 年度から
平成 29 年度まで

千円
271,000 平成 28 年度から

平成 29 年度まで

千円
434,653

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

減　 収　 補　 塡

千円

247,300 
普 通 貸 借
又 は
債 券 発 行

５．０ ％ 以 内
（利率見直し方
式により当該利
率の見直しを行
った後において
は、見直し後の
利率とする。）

政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権者
との協定による。ただし、市
財政の都合により据置期間
を短縮し、もしくは繰上償還
又は低利に借換えすること
ができる。

計 247,300

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業
千円

188,500
千円

264,600

福 祉 施 設 整 備 事 業 244,700 706,800

清 掃 施 設 整 備 事 業 822,100 781,600

道 路 事 業 1,456,600 1,349,400

河 川 事 業 154,000 146,500

都 市 計 画 事 業 910,400 591,800

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 951,100 1,001,000

幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 299,500 199,500

計 13,013,500 13,027,800

＝ 24 ＝ ＝ 25 ＝



奈良市議案第２号

平成２８年度奈良市国民健康保険
特別会計補正予算（第３号）　　

　平成２８年度奈良市の国民健康保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１７３，１７３千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ４３，９９５，２５３千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

＝26＝ ＝ 27 ＝



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

３．国 庫 支 出 金
千円

8,950,048
千円

33,361
千円

8,983,409

1 ．国 庫 負 担 金 6,757,890 33,361 6,791,251

6． 県 支 出 金 1,945,075 33,361 1,978,436

1 ．県 負 担 金 263,351 33,361 296,712

7． 共同事業交付金 9,068,000 106,451 9,174,451

1 ．共同事業交付金 9,068,000 106,451 9,174,451

歳 入 合 計 43,822,080 173,173 43,995,253

款 項 補正前の額 補　正　額 計

7． 共同事業拠出金
千円

9,068,030
千円

173,173
千円

9,241,203

1 ．共同事業拠出金 9,068,030 173,173 9,241,203

歳 出 合 計 43,822,080 173,173 43,995,253

＝ 26 ＝ ＝ 27 ＝



奈良市議案第３号

平成２８年度奈良市土地区画整理事業
特別会計補正予算（第２号）　　　　

　平成２８年度奈良市の土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ１８，０００千円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，４００，５００千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第�２条　地方自治法第２１３条第１項の規定により繰り越して使用することのできる経費

は、「第２表　繰越明許費」による。

（地方債の補正）

第３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

＝28＝ ＝ 29 ＝



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

第２表　繰越明許費

款 項 補正前の額 補　正　額 計

5 ．市 債
千円

364,100
千円

△ 18,000
千円

346,100

1 ．市 債 364,100 △ 18,000 346,100

歳 入 合 計 1,418,500 △ 18,000 1,400,500

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

千円

372,000
千円

△ 18,000
千円

354,000

1 ．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

372,000 △ 18,000 354,000

歳 出 合 計 1,418,500 △ 18,000 1,400,500

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

1．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

千円

117,000

1 ．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

西 大 寺 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 117,000

2．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

107,000

1 ．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 107,000

合　　　　　　　　　　　　　　計 224,000

＝ 28 ＝ ＝ 29 ＝



第３表　地方債補正

　１．変更分

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

西 大 寺 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業

千円

196,800
千円

178,800

計 364,100 346,100

＝ 30 ＝ ＝ 31 ＝



奈良市議案第４号

平成２８年度奈良市駐車場事業
特別会計補正予算（第１号）　

　平成２８年度奈良市の駐車場事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。

（歳入予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額を補正することなく、歳入予算の款・項のみを補正する。

２�　歳入予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入予算の金

額は、「第１表　歳入予算補正」による。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

＝30＝ ＝ 31 ＝



第１表　歳入予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．使 用 料 及 び
手 数 料

千円
100,275

千円
△ 5,000

千円
95,275

1 ．使 用 料 100,275 △ 5,000 95,275

2 ．繰 入 金 186,914 5,000 191,914

1 ．一般会計繰入金 186,914 5,000 191,914

歳 入 合 計 287,500 － 287,500

＝ 32 ＝ ＝ 33 ＝



奈良市議案第５号

平成２８年度奈良市介護保険
特別会計補正予算（第４号）

　平成２８年度奈良市の介護保険特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによ

る。

（歳入予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額を補正することなく、歳入予算の款・項のみを補正する。

２�　歳入予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入予算の金

額は、「第１表　歳入予算補正」による。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

＝32＝ ＝ 33 ＝



第１表　歳入予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 ．国 庫 支 出 金
千円

6,089,387
千円

△ 180,000
千円

5,909,387

2 ．国 庫 補 助 金 1,135,305 △ 180,000 955,305

6 ．繰 入 金 4,217,943 180,000 4,397,943

2 ．基 金 繰 入 金 65,685 180,000 245,685

歳 入 合 計 28,225,953 － 28,225,953

＝ 34 ＝ ＝ 35 ＝



＝ 34 ＝ ＝ 35 ＝



＝ 36 ＝ ＝ 37 ＝



＝ 36 ＝ ＝ 37 ＝



＝ 38 ＝ ＝ 39 ＝



＝ 38 ＝ ＝ 39 ＝



＝ 40 ＝ ＝ 41 ＝



＝ 40 ＝ ＝ 41 ＝



＝ 42 ＝ ＝ 43 ＝



＝ 42 ＝ ＝ 43 ＝



＝ 44 ＝ ＝ 45 ＝



＝ 44 ＝ ＝ 45 ＝



＝ 46 ＝ ＝ 47 ＝



＝ 46 ＝ ＝ 47 ＝



＝ 48 ＝ ＝ 49 ＝



＝ 48 ＝ ＝ 49 ＝



＝ 50 ＝ ＝ 51 ＝



＝ 50 ＝ ＝ 51 ＝



＝ 52 ＝ ＝ 53 ＝



＝ 52 ＝ ＝ 53 ＝



＝ 54 ＝ ＝ 55 ＝



＝ 54 ＝ ＝ 55 ＝



＝ 56 ＝ ＝ 57 ＝



＝ 56 ＝ ＝ 57 ＝



＝ 58 ＝ ＝ 59 ＝



＝ 58 ＝ ＝ 59 ＝



＝ 60 ＝ ＝ 61 ＝



＝ 60 ＝ ＝ 61 ＝



＝ 62 ＝ ＝ 63 ＝



＝ 62 ＝ ＝ 63 ＝



＝ 64 ＝ ＝ 65 ＝



＝ 64 ＝ ＝ 65 ＝



＝ 66 ＝ ＝ 67 ＝



＝ 66 ＝ ＝ 67 ＝



＝ 68 ＝ ＝ 69 ＝



＝ 68 ＝ ＝ 69 ＝



＝ 70 ＝ ＝ 71 ＝



＝ 70 ＝ ＝ 71 ＝



＝ 72 ＝ ＝ 73 ＝



＝ 72 ＝ ＝ 73 ＝



＝ 74 ＝ ＝ 75 ＝



＝ 74 ＝ ＝ 75 ＝



＝ 76 ＝ ＝ 77 ＝



＝ 76 ＝ ＝ 77 ＝



＝ 78 ＝ ＝ 79 ＝



＝ 78 ＝ ＝ 79 ＝



＝ 80 ＝ ＝ 81 ＝



＝ 80 ＝ ＝ 81 ＝



＝ 82 ＝ ＝ 83 ＝



＝ 82 ＝ ＝ 83 ＝



＝ 84 ＝ ＝ 85 ＝



＝ 84 ＝ ＝ 85 ＝



＝ 86 ＝ ＝ 87 ＝



＝ 86 ＝ ＝ 87 ＝



＝ 88 ＝ ＝ 89 ＝



＝ 88 ＝ ＝ 89 ＝



＝ 90 ＝ ＝ 91 ＝



＝ 90 ＝ ＝ 91 ＝



＝ 92 ＝ ＝ 93 ＝



＝ 92 ＝ ＝ 93 ＝



＝ 94 ＝ ＝ 95 ＝



＝ 94 ＝ ＝ 95 ＝



＝ 96 ＝ ＝ 97 ＝



＝ 96 ＝ ＝ 97 ＝



＝ 98 ＝ ＝ 99 ＝



＝ 98 ＝ ＝ 99 ＝



＝ 100 ＝ ＝ 101 ＝



＝ 100 ＝ ＝ 101 ＝



＝ 102 ＝ ＝ 103 ＝



＝ 102 ＝ ＝ 103 ＝



＝ 104 ＝ ＝ 105 ＝



＝ 104 ＝ ＝ 105 ＝



奈良市議案第６号

平成２８年度奈良市水道事業会計
補正予算（第２号）　　　　　　

（総則）

第�１条　平成２８年度奈良市水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。

（継続費）

第�２条　平成２８年度奈良市水道事業会計予算第５条に定めた継続費の年割額を次のとお

り改める。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

款 項 事業名
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

総　　額 年度 年 割 額 総　　額 年度 年 割 額

資本的
支　出

施　設
整　備
事業費

口 径 900
粍送水管
布設工事

千円

366,661
28

千円
232,568

千円

366,661
28

千円
232,568

29 134,093 29 134,093

施設費

緑 ヶ 丘
浄 水 場
急速ろ過
池 設 備
改良工事

1,117,800

26 22,680

1,117,800

26 22,680

27 252,720 27 252,720

28 343,440 28 244,361

29 498,960 29 598,039

＝ 106 ＝ ＝ 107 ＝



奈良市議案第７号

奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の
公費負担に関する条例の一部改正について　　　　　

　奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を次

のように改正しようとする。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　�奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部

を改正する条例

　奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（平成６年

奈良市条例第２６号）の一部を次のように改正する。

　第４条第２号ア中「１５，３００円」を「１５，８００円」に改め、同号イ中「７，３

５０円」を「７，５６０円」に改める。

　第５条の２及び第５条の４中「７円３０銭」を「７円５１銭」に改める。

　第８条第１号中「５１０円４８銭」を「５２５円６銭」に、「３０１，８７５円」を「３

１０，５００円」に改め、同条第２号中「２６円７３銭」を「２７円５０銭」に、「５５

７，１１５円」を「５７３，０３０円」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。

　（適用区分）

２�　この条例による改正後の奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負

担に関する条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後その期

日を告示される選挙について適用し、施行日の前日までにその期日を告示された選挙に

ついては、なお従前の例による。

＝ 106 ＝ ＝ 107 ＝



　（提案理由）

　公職選挙法施行令の一部改正に伴い、市議会議員及び市長の選挙における選挙運動の公

費負担の限度額の引上げを行おうとするものである。

＝ 108 ＝ ＝ 109 ＝



奈良市議案第８号

奈良市行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情
報の提供に関する条例の一部改正について　　　　　　　　

　奈良市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を次のように改正しようと

する。

　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　�奈良市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例

　奈良市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年奈良市条例第４２号）

の一部を次のように改正する。

　別表第１中１０の項を削り、１１の項を１０の項とし、１２の項から１４の項までを１

項ずつ繰り上げる。

　別表第２中１０の項を削り、１１の項を１０の項とし、１２の項を１１の項とし、１３

の項を１２の項とする。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　主務省令の改正に伴い、在宅の要介護者に対する紙おむつ等の支給に関する事務につい

て番号法に基づきマイナンバーを利用できるようになったため、規定の整理を行おうとす

るものである。

＝ 108 ＝ ＝ 109 ＝


